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８．地方創生・権限移譲・県市協調事業の推進

８．地方創生・権限移譲・県市協調事業の推進
»総務部、企画部、財務部、産業労働部

１）地域未来戦略の推進

¢「地域産業成長プラン」の推進
・「地域産業成長プラン」を推進していくため、計画に記載された本市の独自事業が
着実に遂行できるよう、「地域未来基金」を適切に配分すること

・今後、進捗に応じた独自事業の追加や関連企業の参画等が生じた際には、当市の意
見を十分に踏まえ、計画変更について柔軟に対応すること

２）事務・権限及び税財源の移譲

¢  県から市への事務・権限及び税財源の移譲
・基礎自治体の「現場力」と大都市の「総合力」を併せ持つ指定都市に対し、事務・
権限及び事務執行に必要な税財源の移譲を進めること 

３）県市協調事業の推進 

¢県市協調事業の体制・財源の堅持 

・兵庫県公債費負担適正化計画において、2027 年度以降の投資規模を現行から最低
10％削減するなど、実質公債費比率の適正な管理に取り組むこととされたが、広域
的に効果が及ぶ県市協調事業について、必要な体制・財源を確実に確保すること 

¢ 県財政の改革に関する具体的なスケジュールの明示と県内市町との協議 

・収支不足の解消に向けた歳入・歳出全般にわたる改革の検討について、早期に具体
的なスケジュールを示すとともに、協議する期間を十分に設けるなど、一方的な見
直しによって混乱を招かないよう丁寧に進めること 

 

1）   企画調整局政策課長 鹿島 佑介   078-322-5026 
2）   企画調整局企画課課長（大都市連携担当） 尾原 剛   078-322-6676 
3）   行財政局財務課長 中川 琢磨   078-322-5132 
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